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道路における電柱新設の抑制

○ 新設された電力柱のうち約２割が道路区域に新設されている。

○ 道路における電柱新設を抑制するため、「緊急輸送道路の被害防止拡大」、

「道路整備と併せた無電柱化」について、それぞれ対応を図る。
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（ケース⑤⑥関連）

分析結果を踏まえた要因と対応方策（案）

【ケース⑤⑥抜粋】

• 工期の短さや低コストの観点から、緊急輸送道路で
新設電柱の占用制限措置が導入されていない道
路に電柱が新設。

• 緊急輸送道路の沿道民地に電柱が新設。

【緊急輸送道路の被害拡大防止】
•緊急輸送道路全線において新設電柱の占用制限措置を行うた
め、整備局等より市町村へ措置の導入を促す。【道路】

•沿道民地において届出対象区域の導入を図る(直轄国道から優
先的に導入)。【道路】

【道路整備時の無電柱化】
•郊外の緊急輸送道路等について、道路整備と同時に管路等を
埋設する整備を推進する。【電力・通信、道路、都市】

供用後１年以内の道路
に電柱新設
(約0.1千本)

• 無電柱化法第12条による同時整備に向けた関係
者間調整が不十分

• 道路整備の後に施設が建設され、工期の短さや低
コストの観点から電柱新設が選択される。

緊急輸送道路及び沿道
民地への電柱の新設
（約1.1千本）

ケース⑥

ケース⑤

電柱新設の要因 対応方策（案）電柱新設のケース

［4月～9月］

［4月～9月］
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（単位：本）

○ 緊急輸送道路（道路区域内）には、約2百本が新設されている（全て占用制限がなされていない区間）

○ 緊急輸送道路の道路区域外（沿道）には、約9百本が新設されている

緊急輸送道路の道路区域外（沿道）の新設された電力柱

（単位：本）

［4月～9月］

緊急輸送道路（道路区域内）の新設された電力柱

沿道で
約9百本
新設

緊急輸送道路に
電柱が約2百本新設
（全て占用制限がなされていない区間）

［4月～9月］
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緊急輸送道路及び沿道民地に
約1千１百本電柱が新設

緊急輸送道路及び沿道民地への電力柱の新設状況 （ケース⑤関連）
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［全線］

約９万km

道路法第37条に基づく新設電柱の占用禁止措置
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緊急輸送道路における道路区域内の占用禁止措置

○ 緊急輸送道路約９万ｋｍのうち約７万６千ｋｍ（約８５％）において、道路法第３７条※に基づく、
新設電柱の占用を禁止する措置を実施 （国管理 約２万ｋｍは１００％）

○ 全線での措置に至っていない都道府県・市町村について、関係省庁の協力も得つつ、
整備局等による支援を通じて措置の実施を促す

《道路種別毎の措置状況》

道路

管理者

①
＋
②
＋
③

占用禁止措置の実施
未
実
施
③

うち
全線
実施
①

うち
一部
実施
②

都道府県
47 45 35 10 2

市町村
1,109 105 80 25 1,004

緊急輸送道路管理自治体数

補助国道
都道府県道

市町村道

①
＋
②

※道路法第37条（抜粋）
道路管理者は（中略）区域を指定して道路の占用を禁止し、又は制限することができる
一 幅員が著しく狭い道路について車両の能率的な運行を図る
二 幅員が著しく狭い歩道について歩行者の安全かつ円滑な通行を図る
三 災害が発生した場合における被害の拡大を防止（緊急輸送道路等）

［対応方策］

措置の拡大

（ケース⑤関連）
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措置の拡大

R3年9月30日現在



【 沿道区域・届出対象区域のイメージ 】

【 道路の閉塞を防止する仕組み（イメージ）】

○ 沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止する仕組みとして、

道路法改正（R3年9月施行）により、沿道区域を設定し、当該区域内に届出対象区域を設定、区域内に

電柱を設置する際は、道路管理者への届出、届出に対し、勧告できる「届出・勧告制度」を創設。

○ まずは、直轄国道の中で、大規模地震の発生時の道路啓開計画の対象となっている

緊急輸送ルートなど、重要な緊急輸送道路を対象に指定に向け手続きを進める。

民 地道路区域民 地

緊急輸送道路における沿道民地を対象とした届出・勧告制度

届出勧告制度の
活用により

最大20ｍ

沿道区域

最大20ｍ

沿道区域

国道５５号 高知県安芸市

沿道区域の指定※

届出対象区域の指定※

電線管理者から道路管理者へ電柱設置
設置を届出

必要に応じ、倒壊しても道路閉塞しない
位置へ変更を道路管理者から勧告

【 手続きの流れ 】

【沿道民地の電柱が倒壊し道路閉塞した例】
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※指定にあたり電線管理者や
土地所有者へ説明

※届出対象区域は沿道区域の中で設定

（ケース⑤関連）

［対応方策］
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○ 道路区域に新設された約６千本（4月～9月）のうち、約1百本は、

供用後、概ね１年以内の道路に新設されている。

○ 原因について調査した結果、以下のような事例を把握

・消防署等の新築に併せ道路が新設され、施設への電力供給のため電柱が新設

・道路照明など新設道路に必要な施設への電力供給のため電柱が新設

供用後概ね１年以内（R2～R3供用）の道路に新設された電力柱

照明灯

消防署の新築により新設道路に
電柱が新設

新設道路に必要な照明への
電力供給のため電柱が新設

消防署

［4月～9月］

（単位：本）

新設道路への電力柱の新設状況 （ケース⑥関連）

5



道路整備時の無電柱化

・課題の把握

・自治体へ趣旨の徹底を促す

○ 無電柱化法第１２条※では、電線管理者は、道路事業や市街地開発事業等が実施される場合に
は、電柱又は電線を道路上において新たに設置しないよう規定。

○ このため、道路整備と同時に電線類の地中化を進めるよう令和元年度に「手引き」を作成し、

道路局、都市局から、地方整備局、自治体に通知。

○ それにも関わらず供用後１年以内の道路に電柱が新設された事例があったことから、課題を把握
し、整備局や関係省庁等を通じて自治体へ「手引き」の徹底を促す。

道路事業や市街地開発事業等と併せた無電柱化

道路事業に併せた無電柱化を
推進するための手引き
（道路局、都市局）

技術的困難※と認められる場所以外は、
電線を地下に埋設

令和元年9月

※掘削深さが十分でない
施工区間延長が短い
2年前までに工事着手の通知がされていない

※［無電柱化法 第12条］
関係事業者は、社会資本整備重点計画法、都市計画法その他これらに類する事業が実施される場合には、電柱又は電線を道路上において新たに設置しないようにする（中略）

（ケース⑥関連）
［対応方策］
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○ 従来、沿道の電力需要が明確でない場合は、ケーブル本数等が定まらないため、電線共同溝の設
計ができず、電線共同溝の整備を実施してこなかった。

○ 今後は、郊外の緊急輸送道路等について、当面の間は沿道の電力需要が明確でなくとも、将来、電
力需要が見込める場合は、道路整備と同時に管路等を埋設することとし、令和４年度中にガイドライ
ンを作成し、関係者に周知。

道路整備着手 道路完成 電線共同溝工事

管路、特殊部を

事前埋設

電力需要が明確でない 電力需要発生

道路整備着手 道路完成 電線共同溝工事

事前埋設された管路、特殊部を

活用し、主に特殊部を追加設置

従来の整備

事前埋設手法による整備

道路整備時の無電柱化

管路、特殊部を最初から構築

表層

上層路盤

下層路盤

路床

交通規制、既存埋設物件の移設が
生じ、高コスト、時間もかかる

供用後の工事が少なくな
り、安価・迅速に整備

（ケース⑥関連）

［対応方策］
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